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はじめに

　次頁に掲げる〈資料1＞、「年表⊃1に示されるように，ドイツにおける販売

と信用との結びつきの歴史は古く，19世紀半の割賦販売にまで遡る。20世

紀初頭には割賦取引の対象に高額耐久消費材が加えられ，順次取引相手を小

口生産者から消費者へと展開させながら，第一次大戦後に割賦金融会社を中
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〈資料1＞　西ドイツにおける消費者信用と法的対処の歴史的展開の概観

年代 消’費者fほ用斤多蒐ξ等・のり岐｝｝月 浸こ〔内規｛削の！励き　（ぺ！：μミ｝是”案等〕 、ン：　μこ　呼　1制　」，」｛　沙lL攻　1じ

180〔｝

半頃，　害1臓武販売の開始 1869．　（｝e、vO　　．：’1等ヌ［．］こ｝　施「1

バシン→お針∫川 1891．21．1）JT．：害1」賦1レ（売について1論蔵）

1893．22．1）JT　（川：度，　害ljl賦販売につき1倫、議）

1894．AbzG　‘割賦販’ノ［i法：1施行

19〔｝o 19〔｝0，BGB‘ドイツ民法り｝1‘施ね

（第・次世界人戦）

害川拭販リ七が而］久消’｛セ材市場へ

1925 金融的割賦販売の開始〔自動中．：．

⊥：騰 商店組合による金融的割賦販売・〔A．取りD

Tenzahlul1γsballk　い金融rr元」害ll賦1収・j　l専：月1〃）．金6虫

機関．登」易　・LB・取弓1・　　　　　　　　　　　　　　　　‥

lC．取リレ

1950 1952．ll．24　　」！匡月；割↓「∫牛与》1」・委［］Zこカ、ド、」吏月～．蕃ヤ≒．『首

’

reilzahlungsbank　4ご盛｝｝寺fC 省への覚1｛いAbzGと㍑気対策

との結r川

1954　1．H｝　SPD　｝．’．よる　AbzG　第　・次L攻IL｝∵‘：

案（BT．Drucks．2，／197）

1955，3，7　　ドイツ銀「」．協∫こカ；SPD　’4≡へび）1．之

対を鵬珊

1955．10．ll　cDU／CSU　が　AbzG　改［｝．’｛‘：案議

フこ技｝｝｝1　（13’r・［）rucks．　2／1752：〕

m．14　TzB連合体の割賦・条件に1臭ヨする 195〔｝年代後半，］：｜」例がA1〕zGの．；1馴ll範闘を《♪融

晶！案〔ドイツ銀行協会くよ川ブドll〔白） 的割賦販売へ｛広張

1956．6．lg　SPI）による　AbzG第　．次改ll：‘∵▲：

’案　　lB’r’1）「llcks．　2／2522戊

1959 一 般．金6虫機関　（商業銀f」．等）が消費者信川「｝∫場

に参加
・ ．．
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196〔〕 1964， 1 ，24　CI）U／CSU／FI）P　、i‘上合体によ　る

’rぼ1，　1）isp｛｝siti〔mskredit，　Scheckkarte　等．の．金 AbzG　　改IE　f∵‘：’案　　ほ〕T’Drucks，

副！戊∫μ｛カ；（禿場，「「1∫｛「う（it8．ノ乏1｝「｜とイ［ ・4／1861｝

2． 5　SPDによる　AbzG第　三次改［ll‘1‘撒1：

案IBT’Drucks．4／1895）

1967． ll．2．4　SPDによる　AbzG　解↓11L1次改1卜1∵・1

’41　〔B’r・1）rucks，　5／23〔｝9）

1969
～

害11｛拭販売iり｝改lll・元川‖1販り七法｛1；rl‘ノじ案 1969， 9．1 AbzG　の第　・1［ll改ll．

｛BT．Drucks．8．／i3〔P 「 BGBI，　IS．15．11．‘

1969
～ へ．プヒン州政府力～連1鯵議院に∪：法を

｛是’7：　〔BR－1）1・11cl｛s．　548／69｝

197〔i 1973
～

へ・ソ．ビン1川」如付，　．i‘1！郎タ1或『元！＼再択1案 1973． PrAngVO
　　　　　　　　　　　　　　⌒．
1価格1没定沙1］損賄

lBR．Drucks．9〔1／7：い

1973． 12． 12　　．連11～止女｝付による　AbzG改IE案．指遥出

｝r頃より．TeilzahlUIlgsbankによる．金融〔酷1」賦 （B’r．r）rucks．　7／13981

取引と　・般．金融機関による消費者金融とがそ幽 ・
jll三邦1議会が」‖り］～ll文府に，

の・芝配的地位を交替 金趣hr力害1川武け㍗”［1に関する法1杓対

《㌧｝二／，し・てソ）杉！討夕’左、託

1974． 1〔［． 29　　．連彫・り法省力・「・ 197】， 3， 八bz（； の第’．1‘11改li．

v，　Nlarscha｜｜　｛二鑑シi：f衣Wi 9， AbzG のη；　：川L攻止　〔BGIハ［，IS．1169）

1975， MuBV 〔｛中介人および4建築ilδ負人に1対『r

る口冷｝ 断」

末頃より、KundenkreditkarteおよびUIliver・ 1976， V． Marscllanの鑑定意見吠’規模解決「蛮 1976， AGBG （ 普・通1収戊1約款沙1：‘卜匝「］

salkreditkar　　　カ：登場 1978， ．金融的書！∫賦1収り｜に「剥す1る：参’｝ド自’革案 §138 IlB（ ｝B　の改［｝1　〔暴利規i1り11

lTWI978，4／28〕

1978． V． Marschal｜の鑑：定意：見公表

1979． EC u吹ll・1供同体）カ；ガ．イFライン提示

5．H　　．金6虫r「り害‖1賦14叉りμこ関する週主邦り※困1

1；’r：1朱1（D　（BT－Drucks．8／3212｝

1980 198〔［． 53． DJT　（消費者信｝1川こつき、論議｝

連郎政府苧：案②lBT’1）rucks，9／Ol32｝

連 郎政府111’r：案③（1ハT’Dt’ucks．9／16：｝3｝
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心とした貨幣信用が導入された。さらに第二次大戦後には，都市銀行が小口

貨幣信用市場に加わり，現在に至るまでに割賦販売にはじまる物品・役務購

入方法に伴う与信の枠組もかなり蓄積されてきた。

　これに対する法的対処は，第21回・第22回ドィッ法曹者大会1891年・

1893年での論議を踏まえた1894年の割賦販売法制定にはじまる。しかし

今日の観点からする「消費者信用制度2に対する法的対処」としての展開

は，主に司法的解決　判例ttが中心となっていた。再度，特に消費者保護の

観点からする立法的対処が活発に論議されるようになったのは，1969年の

割賦販売法第1回改正を契機とし，70年代に入ってからである。

　本稿は，1970年代に入ってからの消費者信用領域に関する立法的諸提案

を個別的にみ，さらにその全体的な展開状況を概観して，西ドイツにおける

立法的動向に関する問題状況の報告とすることを課題とするものである。

　　　〔注〕

　　1ノ　ドイツにお：＋る消費老信用とこ．t1に対する法的対処との歴史的展開については、

　　　第53回ドイ1ソ法曹者大会民事法部会でのHaddingの：鑑定意；1．　．1等を参照しな

　　　がら．すでに’度概観した　　拙稿　西ドイツにおける消費者信用法の現状と問題

　　　点」塩田・長尾編・消費者金融の比較法的研究・1984年）。本稿〈資料1＞は，そ

　　　こでの研究を前提に新たに入手できた資料を加えて隼表形式に整理してみたもので

　　　ある。

　　2／19世紀半に現われた商品信用としての割賦販売方式の取引相手に消費者が加え

　　　られるのは第一次大戦後であり，割賦金融会社Teilzahlungsbankが購入代金を

　　　融資する形で商品販売者と買主との間に介在する貨幣信用としての金融的割賦取引

　　　が現われるのは1925年以降である。しかし法的対処を支える問題意識という点か

　　　らは，当初ix貧困なお針子の商品生産手段としてのミシンの購入に代表される物

　　　品販売方法の問題とされ、また高額耐久消費材に対して購買意欲をもつ経済層も現

　　　在とは異なっていたであろう．よ・）抽象的一般的な一経済的弱者保護という観

　　　点が前面にあったと考えられる。「消費者信用」という範疇がこの問題領域をとら

　　　える視点として成立するに至るのは比較的最近のことであるlt拙稿・前掲Xl。
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消費者信用に関するトイツでの立法論の動向〔D（山本）

1．立法的諸提案の分類枠組

　　　（立法論に関する問題関心の整理）

　消費者信用領域において検討を要する法的問題は，一応，①物品・役務

給付者に債務不履行がある場合に購入者／受信者に認められる権利の与信者

への対抗の可否，②契約内容の明確化．書面形式の採否，③クーリング・オ

フ，④受信者の履行遅滞にさいしての配慮，⑤貸付利息，等の以上五点く

らいに整理できる。

　ところで，西ドイッでの消費者信用領域に関して，連邦政府草案をはじ

め，いくつか出されている立法提案については，対象となる取引形態の範囲

を問題とする「大規模解決案」と「小規模解決案」とへの分類は有名である

が，幅広く存在する各立法諸案を子細にみるならぽ，もう少し細かな分析視

座が必要と思われる。またそのような分析視座は必ずしも上の五点によるわ

けでもない。むしろ西ドイッの立法提案の定立の仕方に即した分析視座の設

定が，逆に西ドイッにおける消費老信用立法論の問題意識の所在を探りこれ

を整理するものとしての意味をも持ちうるものと考えられる。以下ではまず

立法的諸提案の分類枠組を設定し，章を改めて，これに基づく分類を加えて

各提案を紹介する。

　（1）　物的適用範囲について

　消費者信用取引は実に多様な形態で行なわれている3。立法提案は，これ

らの諸取引形態のうちどれだけの範囲のものを対象としているかにより，理

論上，次の四つのタイプに分類されうる。

　まず第一に，「消費者を対象として，即座の反対給付なくして私的消費を

可能とするために締結される（支払猶予を含んだ）取引」という消費者信用

取引に関するもっとも包括的な定義以外に何等の物的対象限定を行なわない

　　　　　　　　　　　　　　　一　　〇　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o



ものである（〔1－1〕とする）。これには，比較的高額な商品に対して代金の

分割払いを認めることにより比較的低額所得の消費者にも購買力をもたせる

こ．iiを扮割払い劫果Verniedlichungseffektと種1する場’ヤがある4　という本来の

消費者「信用＝金融」の他に，キャッシュレス方式による取引に付随して発

生する信用供与取引も含まれることになり、したがって取引対象商品ぱ高額

耐久消費材から日常品に至るまで非常に広範なものとなる一一方で，信用供与

額や返済方法も多様となる。また，消費者信用問題としての視角からは「物

品・役務の購入者としての側面よりも信用受領者としての側面を重視する」

という観点がもっとも前面化したものともいえるが，「分割払い効果」に起

因して発生する「借過＝債務超過」から一般素人による金融機関を利用した

取引一般へと問題が移り，一般化・拡散化する可能性もある。

　第二に，上に述べた「分割払い効果」に関連する事項こそ消費者信用にお

ける問題であるとして，物的適用対象を「賦払返済型信用Ratenkredit」に

限定しようとするものがある（〔1－2〕）。これにも多様な取引形態が含まれる

が，信用供与取引と物品・役務購入取引との問の牽連性に程度の差があり、

与信機関と販売機関との間に基本的契約等の構造的一体性があるもの　これ

を　 金融的割賦取引finanzierte　AbzahlungsgeschafL　と称し、　fi本の一ローン提携販

売」に比較される　とないもの5がある。この区別は，後述する「抗弁権の接

続Einwendungsdurchgriff」の適用範囲との関係で特に意味をもつ。両者

を含める立法提案を〔1－2⑧〕，前者だけを対象とするものを〔1－2⑤〕とす

る。理論的にぱ〔1－2⑤〕をさらに物品販売に関する取引に限定し（したが

って役務給付取引を排除し）．規定対象を現行割賦販売法と基本的に同じも

のにする考え方もありうるが，このような意味での立法提案はなく，むしろ

積極的立法提案に対する反対という形で表明される6。

　第三にt消費者信用取引をその形態において規定対象とするものではな

く，介在する機関に応じて規制しようとする見解もある。この見解には，購

入者と直接的実質的な与信関係業務を行なう諸機関　▲、銀行，一般的金融機関，

　6　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－－6　一



　　　　　　　　　　　　消費者信用に関するトイッでの立法論の動向〔1）　r／山本）

割賦金融会社，信用斡旋機関・に社会的評価の差異があることに起因する。特に

大銀行や一般銀行等の関心がここで反映されているようである。このうち割

賦金融会社が介在する形態ぱ金融的割賦取引が主要な舞台であり，提案とし

ては〔1－2⑤〕ないし立法反対論に含まれることになる。これとは別に，与

信機関と受信者／購入者との間に信用斡旋機関7・が介在する場合が問題とさ

れている。単独では支払能力評価の低い消費者がこの機関のおかげで受信機

会を得る場合があり，かつこの場合には，そのような受信者に対して与信機

関の課する与信金利に加えて信用斡旋機関により斡旋手数料が課せられるた

めに実質金利が増えるという問題が指摘されている8、。立法提案としては，

この機関に対する規制を，消費者信用領域において，業法的公法的規制の

みならず私法的な効果との関連で考えるという視角からのものがある（〔1－

3〕）。

　第四に，取引形態にかかわりなく，信用に付された利息の観点からだけの

規制を考える提案もある。消費者信用における与信額は企業信用に比較して

少額なため，これに付される利息は高くなるが，これが消費者の無知や経済

的窮迫等の弱みにつけこむものとなっている場合にこの契約を無効とする，

というものである（〔1－4〕）9’。

　（2）　人的適用範囲について

　消費者信用立法という範疇は，与信された資金によって購入される物品・

役務が消費者の私的必要性のために費消されてしまい，商品生産＝価値の再

生産に結びつかず，返済資金には借主の既往の収入が当てられねぽならな

い，という側面に着目されたものである。消費材を消費のために購入し手元

で私的に費消しつくしてしまう，ということは，一般俸給生活者をはじめ，

自営業者や大会社の社長も，また自然人のみならず法人格を有する機関でも

行ないうる。消費にまつわる範疇は，従来の「商人」「商行為」といった法

的範疇とは異なった次元に属するものである。

　　　　　　　　　　　　　　　－　7　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7



　消費者信用立法は上のような意味での消費者を一定の枠組で保護すること

を目的としたものであるから，どのような対象を保護すべきと考えるかによ

り，立法提案には差異が生じる。もっとも包括的にぱ，「消費者」が行なう

「私的な消費目的の取引」であるかぎりこれをすべて対象とするという観点

が成立しうる（〔II－1〕）。しかし従来は，「商人」や自営業者は取引経験豊富

であるが故に契約自由の原則を修正してまで特別に保護する必要はない，と

されてきた。立法提案のなかでは，現行割賦販売法との関連で，一定の制限

を設けつつもこれよりは保護対象を拡大しようとする見解（〔II－2③〕）と原

則的にぱ現行割賦販売法に則した保護対象でよいとする見解（〔II－2⑤〕）と

がある。ただしそこでの制限設定の考え方のなかに取引経験のみならず支払

能力を加味させる場合には，単なる消費者保護の観点だけが考えられている

わけではないことにも留意されるべきである。

　（3）規定に盛り込むべき事項について

　第一に，物品・役務の購入と当該取引への信用供与とが結合する場合，物

品・役務の販売者に対して購入者が有する権利を与信者に対しても行使しう

るか，という問題がある。まず問題になったのは，商品の暇疵等に起因する

販売者に対する抗弁権を与信者にも行使できるか，という「抗弁権の接続

Einwendungsdurchgriff」の問題であった。さらに，すでに購入者が支払っ

た金銭の返還を与信者に対して請求できるか，また購入者に商品暇疵による

損害が発生した場合等，損害賠償請求権を含む請求権についてまで与信者に

接続されるかという問題もある。接続の有無は法律で定めないとする見解も

ありうる。請求権まで接続を肯定する見解を〔III－1⑥〕，抗弁権に限定する

ものを〔III－1⑤〕とする。

　第二に，取引経験の少ない消費者が軽率に自己に不利な契約を締結するこ

とを防ぎかつ契約条件を明示する手段として，「書面形式」の採用がある。

現行割賦販売法では第1回改正によってこれが採用され，さらに第3回改正
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　　　　　　　　　　　消費者信用に関するドイツでの立法論の動向：1）山本

によって必要的記載事項が内容的により充実された10。割賦販売法適用取

引以外の消費者信用取引についても「書面形式」を採用しかつ必要的記載事

項を定めるという見解を〔III－2〕とする。

　第三に，消費者が軽率に自己に不利な契約を締結することを防ぐ手段とし

ては，さらに契約締結後も一定の熟慮期間を認め，その期間内であれぽ何時

でも理由を付さずに締結契約を取り消す権利を認めることが考えられる。こ

のクーリング・オフ制度は割賦販売法第3回改正によって認められたが，こ

れを他の消費者信用取引にまで及ぼす見解を〔III－3〕とする。

　第四に，特に利息に関して，現行法のような「有効か無効かの二者択一」

的解決によらずに，ここに適正利息設定に関する裁判官の形成的介入を認め

ることも，主張者ぱごくわずかであるが考えられている（〔III－4〕）。

　以上の各事項に関する具体的内容や裁判管轄等を含むその他の事項につい

ては，個別提案の紹介に場を譲る。

　（4）立法方法

　最近の債権法改定論議にさいして特に顕著にいわれているように，また消

費者信用領域においても，法律規定が全体的・内容的に不充分であることと

ならんで西ドイッがかかえているのは，法律規定が各所にバラバラにかつそ

れぞれの帰属法規独自の立法目的のもとに規定されているという問題であ

る。このために発生する消費者信用取引全般からする関係法律規定の散在と

その結果としての虫食い状態ぱ，当該取引方法に関する法律上の規制の有無

をはじめ，何についてどこにどのような形で規定され，それに拠って行政

的・司法的にいかなる対処がなされうるのかが法律専門家にとってさえにわ

かにはわかり難いという現状が指摘されている。またこの状態が悪質な業者

のつけこむところとなり，種々の法規制回避目的のための取引形態が案出さ

れ，また各種取引方法を利用する受信者／購入者にとっても，自分に有利な

取引形態がいかなるものであるかを正確に看取することが困難となるという
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問題を生んできたll。さらに，従来のさまざまな領域での保護規定が一般

に業法的・公法的な形態において規定され，民事司法制度を用いた個別的救

済のための私法的効果をもった規定の充実が遅れていた，という問題意識も

社会民主党政権下での連邦司法大臣によって示されていた12。

　このような現状に立法的に対処するためには，少なくとも消費者信用の領

域に関する私法的効果をもった法規については包括的かつ統一的に整理して

一箇所にまとめて規定するということが必要になる。消費者信用を現代社会

における大量的・．般的な民事法的現象と把握してこの考え方をもっとも徹

底した場合には，その法律規定は私法の一般法である民法典そのものにおか

れるべきである，という見解となる（〔IV－1〕）13。しかしながら逆に，民法

典におかれると消費者信用に固有の問題が稀薄化されてしまい，かつ民法典

の基本的な諸原理を動かすことにつながるが故に慎重を期され，その結果，

消費者信用法としては不徹底なものとなりうる14。そこで，民法典の外に

消費者信用に関する包括的な民事法規を設けるという考え方が提起される

L〔IV－2〕）。いずれも法規定の不充分さと散在という問題状況に対処するこ

とが念頭にあるが，どちらがよりラディカルな改革意見かは，個別提案の内

容的検討を経なけれぽわかり難い。もちろん，ヒニ者の他に，従来と同様

に，問題発生のつど，特別法により個別的に対象を厳格に限定したうえで対

処してゆくべきとする見解もある（〔IV－－3〕）。

　∫5）小結　　以下の提案をみるにあたって

　以上，四つの視角から立法提案の分類枠組を設定したが，それに応じて西

ドイツでの問題意識のもたれ方についても概括的には提示されたものと思わ

れる。特に（4）は日本法の改定論議からみれぽ非常に問題意識をかきたてら

れるところであろう。さて，以下で10の立法的提案をみてゆくわけである

が，1・II・IIIに関しては付された番号とアルファベット記号とが若いほ

ど，IIIでは記号が多いほど，根本的な立法提案といえる，という評価が一
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湾費者信用に震寸るト∠ソでの立法論の動向：1‘山本

応ぱ可能ではなかろうか。

　z注：

3　田塙・前掲の1・第二参跨，

4　これはスイスでの立法提案に閉連して用いら］］ている言葉一一Glger，　Ratenkre・

　dit　als　legislatorisches　Problem，1983　　で．その語の登場する文脈に則して訳

　十うと一高額な商品でも分害「」払いに十るとi回ごとの支払額が少ないので、これな

　ら彗ノ、できると肩費者に思わせるという効果一と少ヤ長くなろが，意味をとって本

　文のように訳ナる、ばなはだ的確な表現であると思わ211ろのて，tg稿ても用いるこ

　とにする。

5　金融的割賦取引の場合1こは，与信機関と受信者物品・役務瑳人者との問に与信

　契約があり，販売者と右援フ、者との間に物品・役務薩工契約があるほかに、与信機

　関と販売老との間にも基本契約があり　契約のトライアングノL・　．．この三者の結び

　つきは強い．二れに対して、与信契約では受信者，購天者はtj”信額の使用目的を債

　権的に拘束さ］1るが，与信機関と販売機閏との閲には基本的な糸S　Er関係のないもの

　がある　調達貸付Anshaffungsdarlehen亨といわれるものの他．中問的諸形態も

　数多いといわ］ほ　．／．詳細は拙稿・前掲の二・第二，

6．．次号のtt資料2＞で紹介される第53回トイツ法曹者大会民事法部会での採択状

　混．一拙稿・前掲には要約が掲載さ］∫ていろ　　はこのような内容となっていろと

　いえよつ，

7　西ドイツでは、金配業務は金猷制度法Kreditwesensgesetz：こよる厳格な業法的

　規制のもとにおかかておr）．二の業務を行なうための要巴も厳しい。信用斡旋機関

　はこの業法的規制のための設li’1要仕を三｝亡寸ることができないため，「Kずからは与

　信業務を行なわず、与信機関と受信者との問にあって後者のために前者を斡旋する

　という働きをしている㌧拙稿・前掲．。

8　信用斡旋機関自体に関寸ろゴ細な研究には王着てであるが、筆者もその一員とし

　て参加した1983年の一欧・「｛・「消荏者巳田調査団一による叉態謁査．に際して，西

　トイツ連邦言法省を訪れた折に、司法省参事汀らから，割賦金融会社と並んでこの

　信用斡旋機関が消費者信甲領域での最大の問題である，という主旨の日頭説明を受

　けた。

　　西ドイツにお汁る信用彰旋機関に関する研究として飯島紀昭百ドf’ソの消費

　者后用と信用仲∫ご一　二　、三、．、四　完一日刊クLジ’tト1984年3号・同8

　号・同12号・］985年2号・同3号がある。
9’ 　西ドイツには日本の利息制限1主に類する法律はなく，判例では一公序良俗に基づ

　く契約無効一の観点から救済力こはから1］1うに寸ぎない。この場合，利息剖：分のみな
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　らず当該信用契約全体か無ミ5とさオ1るため，不当利得の観点から．借主は与信額全

　額の即時返還を要することにな・）、結局，借主の救済にならないという問題がある

　　拙稿・前掲．。

10　拙稿・前掲四参照，

11　法律尾主の散在の間題について：）拙稿・前掲五。

12　　Schmude、　NJW　1982．2．

　　その後の政権交替があってから，こうした積極的吉法政策の姿勢は大幅な後退を

　見せているようである　Engelhard、　ZRP　l983．233　ff．・

13．　1976ij’－o　旅行契約法一ikそうした理由からトイツ民法典のなかに請負契約の

　特殊形態として規定されることになった。

14　現行割賦販売法はそうした考慮から，その立法過程が現行ドイツ民法典と平行的

　な時期てあったにもかかわらず，民法典の外に特別法としておかれるようになった

　拙稿・前掲30頁注・II一

2．各立法提案の個別的紹介

　以下では，条文的体裁をもった提案をはじめ，von　MarschallやHad－

dingのような『鑑定意見。の体裁のもの，論文中で表明されたものを含め

て，1970年以降の比較的に代表的と思われる諸見解を，公表された順に紹

介する15，。また参考までに現行法と判例の動きとをあわせて列挙し，前章

の分類枠組で位置づけを試みておく。

　（1）現行法　1－4』－2⑤III－2・3．　VI－4

　1894年制定の割賦販売法が中心となり，1969年・1974年の3回にわたる

改正により，IIIの2項目が盛り込まれることとなった。また特に消費者信

用領域の問題を念頭において定められたものではないが，民法典の138条

「公序良俗」規定，同247条「高額利息に関する解除権」規定ないし同248

条「重利」規定が刑法302a条とならんで暴利規制のための規定として高額

利息に対処するために用いられるほかは，一一般的な諸規定による16。

12
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　　　　　　　　　　　　消費者信用に関するトイツての立，iE論の動向　1‘山本

　（2）　判　　例　1－2S・4、　II－2⑮、　IIH⑤2・3

　既存法規に明文規定のある場合のほか，割賦販売法に規定されている諸事

項は「公平」の見地から金融的割賦販売にも適用されてきた。また金融的割

賦販売における「抗弁権の接続」も順次「与信者と販売者との経済的一体

性」を要件として肯定されてきた。さらに金融的割賦取引に関して「与信者

の説明義務違反」に基づく購入者／受信者の損害賠償請求権の内容として信

用取引取消権を肯定するという判例の流れもある。後者はIII－2・3を実質的

に金融的割賦取引に導入する機能をもちうる17。

　（3）von　Marschallの提案　1－2③．　II－1～2③、　III－1③・2・3、　VI？18

　いわゆる「大規模解決案」の代表的なものである。「分割払効果」を消費

者信用領域の主要問題とおき，賦払返済型信用に対象を限定しており，かつ

不動産によって担保される契約を適用除外している。人的適用範囲はその

時々の保護の必要性によるとして，現行法より拡大するが一律的でない。

　個別的な保護規定に関しては，「抗弁権の接続」関係の問題を別とすれぽ

消費者を物品・役務の受領者としての性質においてではなく，信用受領者と

しての性質において保護を必要としている。したがって「純粋の割賦販売，

金融的割賦販売，現金信用等の形式を問わず統一的に規定されるべき」とし

たうえで，契約締結段階・信用供与側の遅滞と受信者側の期限の利益放棄と

に関する特別規定の必要性の有無・受信老側の返済遅滞・「抗弁権の接続」

関係・支払保証人の保護・裁判管轄の以上六点にわたり提案をしている。

　まず第一に，契約締結段階に関しては，すべての消費者信用取引において

書面形式が必要とされ，必要的記載事項としてぱ，従来割賦販売法で認めら

れてきた諸事項に加えて信用コスト額の明示が加えられている。クーリン

グ・オフ制度は訪問販売に限定してよいとしている。第二に，与信者側の貸

付遅滞にさいしては返済債務発生がそれに応じて遅れる旨を特別に規定すべ

きであるが，受信者側の期限の利益を放棄する権利については民法247条の
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規定で足りるとしている。

　第三に．受信者側の遅滞に関しては，受信者の返済義務が可及的速やかに

達成できるようにすることを出発点として考える。ます受信者の期限の利益

喪失や物品・役務給付者ないし与信者の約定解除権の発生要件を，現行法の

枠を越えて受信者の返済遅滞以上に広がりすぎないように制限されるべきで

あるとする。次に受信者が返済遅滞に陥った場合に，与信者側からする担保

目的物の仮差押を積極的に許容し，あわせて信用契約一般に統一的で迅速な

担保換価手続を導入することを提案する。これによって受信者の契約的破綻

の効果が原則的に当該担保目的物レベルに限定されるわitである。また上の

仮差押・換価を契約解除と看倣す現行法規定を変更し．上の手続進行過程に

おいて与えられる猶f期間原則として3が1、また1回にかざり賦払返済時期の延

長も認める　内に自ら債務不履行事態を自力で解消する機会が受信者に与え

られるように提案している。これが，受信者の契約破綻が・一一時的である場合

にこれを迅速に治癒する機会となるわけである。以上により，受信者の債務

不履行がそれ以上の負担を受信者に負わせ，この部分的な破綻が受信者の財

産状態の全般的破綻に結びつく，という事態を避けることが考えられてい

る。

　第四に，「抗弁権の接続」関係については，まず債権譲渡について債務者

が有する権利を放棄することを禁止し，かつ補充的に，消費者取引に手形を

使用することを禁止することを提案する。これにより，信用契約とその基礎

となっている物品・役務給付契約との関係を両契約の発生時点の当事者関係

に限定することになる。次に「目的拘束的信用」における物品・役務給付者

側の責に帰すべき債務不履行にあって受信者に発生する権利　残金返済留保，

履行不能にあっては既払金返還請求を与信者にも行使できることとし，かつ与

信者は受信者に代わって給付者に支払った金額の返還は給付者に対してしか

請求できないとする。このような「目的拘束的信用」は．物品・役務給付を

受信者が取得するために信用が賦与され，かつ与信者と受信者との間の契約

　14　　　　　　　　　　　　　　－14一



　　　　　　　　　　　　消費者信用に関するトイツでの、i’，法論の動向IU　山本

的合意その他の方法により当該貸付金が当該物品・役務給付契約の給付者に

支払われるべき場合に認められる。すなわち，与信者と給付者との間の基本

契約その他の結合関係の存在を要件としておらず，信用契約個別に問題にで

きることにしているのである抗弁権・返還請求権の要1わ拡大と明確1じ。

　第五に，支払保証人　自然ノ、に関しては，物品・役務給付者ないし信用

斡旋者等，自己固有の利益に基づいて与信者に支払保証をした老を除いて，

受信者本人に認められるすべての保護規定が適用されるとする。第六に，裁

判管轄については，督促手続を除外して排他的専属管轄を消費者取引に限定

して維持すべきであるとしながら，これを放棄する・∫能性を現在よりも少し

拡張すべきとしている。

　以上のようなvon　Marschallの提案は，比較法的研究を基礎に導出され

たものである。

　（4）連邦司法省参事官草案Referentenentwurf、1－2亘・3、　II－2　LF、　III－1⑮・2、　VI

　　－1．‘19

　（5）連邦政府草案①Regier皿gsentwurf　I－2⑤・3、　II－2⑤，　III－1㊤・2，　VI－1／・20

　いずれも，消費貸借に関する民法典の規定に607a条を，仲介契約に関し

て同655a～d各条を挿入し，これに合わせて655条の現行規定を改め，さ

らに民法607a条の人的適用範囲について商法典に348a条を挿入するとい

う形で，基本的には金融的割賦取引と信用斡旋とに関して現行法を補充する

ことを提案するものである　いわゆる一」規模解決案一。

　金融的割賦取引に関してはいずれの提案も問題をもっぼら「抗弁権の接

続」関係に限定し，信用斡旋に関してだけ報酬請求権の成立要件・書面形式

の導入・違約金の制限・結合取引21の禁止等を提案している。「抗弁権の接

続」はいずれの草案においても目的物取得契約と金銭消費貸借契約とが「統

一的経済事象の一部と看倣されるべき場合」に認められる　いず”、tの草案ても

民法607a条第1頂が，参事官草案では上の要件に関して三つの事象が具体
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的に列挙されている　同第2項。参事官草案の607a条第2項では「借主が

貸付金を特定の売買代金支払債務履行のために使用すべきことを基準に賦与

される場合」があげられ，与信者と給付者との間の基本契約関係等の継続的

な関係がない場合にまで考えられていることは留意されるべきであり，連邦

政府草案①が適用対象となりうる契約の範囲について特に具体的事象を列挙

せず「個別事案における貸主と売主との協働に基づき，あるいぱ売買代金の

支払いを目的とする貸主と売主の間の継続的取引提携に基づいて買主に消費

貸借が賦与される場合に，とりわけ承認される」としていることに比較して

広く，von　Marschallの提案の範囲と重なってくるものと思われる22。ま

た連邦政府草案①では，当該契約が「抵当権ないし土地債務によって担保さ

れる」消費貸借である場合には適用範囲から除外する・連邦政府草案①の607a

条第3項　が，参事官草案では担保付契約に関する適用除外規定を設けてい

ない。この点では適用範囲においてvon　Marschallの提案より広い。いず

れも，与信者に接続される受信者／購入者の権利は，給付者に対する履行拒

絶権および既払金返還請求権に限定されているが，規定文言は連邦政府草案

①においてより詳細かつ制限的となっている。

　いずれも消費者信用を売買契約の特殊場合と把握する割賦販売法の立場か

ら離れ，これを民法典の消費貸借契約規定のなかにおいたことのほか，参事

官草案では，適用範囲についてvon　Marschall提案をかなり尊重した内容

となっていることが注目される。ただ、受信者側の返済遅滞にさいしての特

別な配慮を示す手続的規定や支払保証人の権利，裁判管轄等についてはいず

れの草案においても盛り込まれていない。

　（6）　Eike　von　Hippelの提案　1－1、　II－1，　III－1・2・3・4．　VI－223

　彼は，著書『消費者保護』において，主に米国，英国等の西欧諸国の法律

およびOECD諸指令等との比較法的な見地から消費者保護問題を論じ，か

つ一定の立法的な提案まで行なっているが，その第8章と第9章において，
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　　　　　　　　　　　　消費者信用に関するドイツての立法論の動向ほい山本．‘

特に消費者信用に関する問題を取り扱っている。

　彼の基本的な問題認識は，19世紀に制定されたドイッの割賦販売法は

1969年・1974年の改正によって若干の改善はみられたが，米国，英国等の

西欧諸国の立法と比較する場合にすでにこれらによって克服されてしまった

問題を多数残しており，ドイッでもまた，割賦販売や金融的割賦販売だけに

適用対象を限定しない包括的な消費者信用法を制定すべきである，というと

ころにある。そして第8章でぱ消費者を物品・役務の受領者としての側面か

ら把握し，割賦販売における商品受領者に賦与される保護を他の消費者信用

受信者にも及ぼすべきである，との見地から，「書面主義」や「クーリング・

オフ制度」，裁判管轄に関する保護規定等を消費者信用一般にまで及ぼすこ

とを提案している。その理由とするところは，保護規定に契約方式による差

異を認めた場合には与信者が容易に法的規制を逃れる方法を案出でき，消費

者保護の目的を達することができない，というところにある。

　第9章では消費者を信用受領者としての側面から把握し，金銭消費貸借に

おける借主保護の観点から提案を行なっているが，そこでは，高額な利息か

らの保護に重点がおかれている。具体的な保護措置として，第一に，利息・

信用コストに関して消費者に正確な情報を充分に与えるため，割賦販売法2

条に1974年に追加された条項にいわゆる「実質年利」の考え方を消費者信

用の全領域に適用するべきであるとしている。第二に，最高利率を法律で画

定すること，もしくは少なくとも暴利的利息の禁止を民事法的効果との関連

で明確化すること．具体的には民法138条に第3項をOU・k、この条項をより信用暴利

規制規定として活用できるようにする，というものである　を提案している。具体的

な消費者保護措置の第三点として提案されているのは，信用斡旋の排除もし

くはこれに対する厳格な監視監督である。その点では結論的に参事官草案の

提案を重視している。しかし，彼は，保護措置が充実すると逆に弱小な消費

者には受信機会が少なくなり，緊急に資金の必要な場合は結局ブラックマー

ケットに行かざるをえない、という問題をも配慮して，保護措置の第四に公
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的ないし共同の救済機関の設立を提案している。

　Eike　von　Hippelの見解の特徴は，このように，信用の側面に関しては貸

付利息の明確化と信用暴利の抑制という観点を強く出していることである。

　（7）Udo　Reifnerの提案cl－1，　II－L　III－1⑥・2・3，　VI－2）24）

　提案されているのは，「消費者信用法」という一個の法律を制定し，ここ

で消費者信用を包括的に取り扱うことである。ここで提案されている法律は

全部で15力条から成り，まず消費者信用と賦払返済型信用につき定義規定

をおいたうえで第1条，第2条，保護範囲c．第3条）・消費者信用契約に基づ

いて与信者と受信者の負うべき義務L第4条ノ・書面主義の採用と必要的記載

事項（第5条）・特殊な附随的合意事項と誇大宣伝の効果（第6条）・クーリン

グ・オフ（，第7条）・物的担保の効力（第8条）・受信者の給料債権等を担保と

することの禁止L第9条’・解除権（第10条）・受信者の支払遅滞〔第11条）・

受信者支払遅滞の場合の責任範囲（第12条）・担保目的物の差押手続（第13

条）の11項目にわたり詳細な消費者保護規定を設け，次にこれを非賦払返

済型信用の場合にも類推的に適用すべき旨を定める規定（第14条）をおき，

最後に消費者信用契約に関する訴訟にかかわる消費者団体等の代理権等につ

いて定める規定（第15条）を設けている。

　特徴的な事項を列挙すると，まず第一に，本法によって保護される取引の

対象を3万マルクまでの消費目的物・役務の取得に関して不動産によって担

保されないものとし，さらに従業員5人以下の小企業の営業的取引において

上の条件を満たす場合にも消費者保護規定を準用するよう規定している悌

3条）。

　第二に，締約前段階につき詳細な配慮を示していることが特徴的である。

すなわち，まず「分割払効果」に起因して消費者が自己の支払能力を越えて

信用契約を締結してしまうことがないよう，与信者側の責任においてこれを

防止する措置が考えられている。まず消費者信用契約に基づき受信者の負う
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　　　　　　　　　　　消費老信用に関するドイツでの立法論の動向（1）（山本）

義務を，既存の可処分所得からの弁済と明示し，締約時点に受信者の可処分

所得に応じた返済計画をたてさせ，これに即して返済義務を履行するように

契約を締結するのが消費者信用契約である，とする（第4条）。また可処分所

得を受信希望者に申告させることが締約上の手続規定として明示される（同

条）。無理な返済計画や債務過剰は当該契約自体の私法上の効果に影響する

から，そのような契約は当初から締結されにくいようになるわけである。た

だこのことは，採用されている書面主義における必要的記載事項（第5条）

に入っていない点で，その実効性において若干の疑問が残る。次に，締約準

備の段階で与信者側から提示されるさまざまな甘言や締約を勧誘する誇大な

宣伝文言も，受信者の有利に，契約条項の一部を構成するものとしている

（第6条）。このことによって，無責任な与信者側の勧誘を抑制することが考

えられているのである。

　第三に，受信者の返済遅滞のさいの保護規定として，まず，失業や疾病

等，受信者の責に帰すべからざる事由によって発生する返済遅滞には，通常

の返済遅滞として考えられる遅滞の効果が発生しないとする（第11条）。次

に，上の事情によらない受信者の返済遅滞にさいして，受信者に課せられる

負担が増加しすぎないよう，返済遅滞に伴う遅延損害金を，与信者が現実に

こうむった具体的損害額に限定する（第12条）。

　第四に，担保に関して保護措置を提起する。取引目的物が担保目的に供さ

れる場合，受信者が全額を返済するまでは目的物の担保権は消滅しないが，

それが所有権留保の形態をとっている場合でも，返済過程において，担保目

的物に対する物権的な消費者権Verbrauchersrechtとしての完全な所有権

取得に対する期待権硝費所有権Konsumeigentum）の成立を認め，担保権者

以外の第三者に対してそのものの通常の使用に関して対抗できるとしている

（第8条）。担保権の実行は与信者からの契約解除と同視されるが，担保権実

行に伴って予期される目的物の価値減少が目的物の評価費用や受信者にとっ

ての目的物の価値に対して不相当な関係にあるなど，担保権実行が与信者に
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とってもその実行手続に要する費用以上の何らの利益ももたらさず受信者に

とってぱ負担だけが残るという場合には，担保権の実行自体が排斥される

‘第13条・。

　消費者保護的考慮が社会政策的な領域にまで及んでいること，そのさいの

諸措置が与信者側の責任においてなされるべきと考えられていること，の二

点が最大の特徴といえよう。しかし利息については，現行割賦販売法と同旨

の実質年利の明記を必要的記載事項にあげるだけで，特に上限を画するよう

な措置は考えられていない。

　〔注〕
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